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第１回 第３期中期目標期間における国立大学法人 

運営費交付金の在り方に関する検討会 配付資料（抜粋） 

第３期中期目標における運営費交付金の改革に向けた検討課題 

 

＜運営費交付金の配分の在り方の見直し＞ 

 

【前提】 

 ○ 教育研究を着実に展開する基盤的な経費であり、いわゆる「渡し切り」

の交付金であるという基本的な性格は維持。 

 ○ 「国立大学改革プラン」では、第 3期に、各大学が強み・特色を最大限

に生かし、自ら改善・発展する仕組みを構築することにより、持続的な「競

争力」を持ち、高い付加価値を目指しており、運営費交付金の在り方の見

直しを通じ、各大学の強み・特色をさらに伸長する、メリハリのある支援

を実現。 

 

１，運営費交付金の配分方法等の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（考えられる論点） 

○「国立大学改革プラン」で示している①世界最高水準の教育研究を展開

する拠点、②全国的な教育研究拠点、③地域活性化の中核的拠点などの

機能強化の方向性に応じた配分の在り方について。 

○その場合、拠点の構成単位は、大学全体あるいは教育研究組織など、そ

の単位をどのように考えるか。 

【現状】一律の配分ルール 

○メリハリのある配分を行うための仕組みについて。 

【現状】大学改革促進係数による重点配分の仕組み 

○世界最高水準の教育研究拠点を目指す大学の支援の在り方について。 

【現状】競争的資金等による支援 

○若手・外国人研究者への支援について、運営費交付金の配分において、

どのように考えるか。 

【現状】 

・国立大学機能強化分や年俸制導入促進費による支援 

（平成 26 年度から） 

・競争的資金等による支援 

○教育研究組織や学内資源配分等の見直しを不断に行うような仕組みを

どのようにビルトインするか（改革に応じた配分を行うなど）。 

○その際、学長のリーダーシップの強化をどう考えるか。 

【現状】大学改革促進係数により、組織・業務の見直しを促す仕組み 
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２， 予算配分に反映するための評価等 

 

 

 

 

 

 

（考えられる論点） 

○機能強化の方向性に応じた評価や、それを踏まえた予算配分への反映の

在り方について。 

○評価指標を国で設定するのか、大学で設定するのか、又は選択制か、あ

るいは、これらの組み合わせについて。 

○評価期間をどのように考えるか（中期目標期間との関係など）。 

○評価を行う体制をどうするか（有識者会議の設置、既存の評価の仕組み

との関係など）。 

【現状】一律の配分ルール。特別運営費交付金において、各大学の個性に 

応じた意欲的な取組等を大学の要求に基づき予算配分。 



国立大学法人運営費交付金の見直しの
基本的な方向性について（論点整理案）

第３回 第３期中期目標期間における国立大学法人

運営費交付金の在り方に関する検討会 配付資料（抜粋）

運営費交付金の見直しの基本的な方向性について

（国立大学の果たすべき役割）
・世界最高水準の研究・教育の実施
・大規模基礎研究や先導的・実験的な教育・研究の実施
・需要は必ずしも多くないが重要な学問分野の継承・発展
・全国的な高等教育の機会均等の確保
・地域の活性化への貢献
・計画的な人材養成等への対応

各大学の強み･特色を最大限に生かし、自ら改善･発展する仕組みを構
築することにより、持続的な｢競争力｣を持ち、高い付加価値を生み出す
国立大学へ

１．第３期中期目標期間に目指す姿
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２．運営費交付金の見直しに関する基本的な考え方
○運営費交付金は、国立大学法人が行う教育研究を着実に展開する基盤的
経費であることを前提。

○受託研究収入などの外部資金獲得等により、資金の増額が得られた場合
には、運営費交付金を減額せず、各国立大学法人の増収努力を考慮。

○各大学の機能強化を更に進めるため、運営費交付金の一定率を削減し、
その削減した分を活用して、各大学の機能強化の方向性や特定の政策課
題を踏まえた改革の取組状況に応じて重点支援。

○学長のリーダーシップ強化を予算面で支えるため、運営費交付金の中に、
学長の裁量により配分することのできる経費を新たに区分。

○改革の取組を進める大学には、機能強化の方向性に応じた重点支援を行
い、改革の取組を支援。また、学内においても、明確な評価に基づく資
源再配分を行うようにし、機能強化や改革の取組を更に推進。 2

運営費交付金の見直しの基本的な方向性について

３．配分の仕組み
○現在の大学改革促進係数を改め、次の２つの係数による配分の仕組みとする。

係数Ａ：機能強化や政策課題に応じた重点配分を実行するための係数

⇒機能強化の方向性を踏まえた改革の取組状況を年度毎（ないし一部複数年で）

評価し配分

係数Ｂ：学長のリーダーシップによる、部局の枠を越えた自律的な資源配分を促進する

ための係数

⇒大学で示したビジョンと取組内容を評価し予算に反映（中期目標期間（６年）

の評価と中間評価（２～３年））

係数Ｂ影響額

係数Ａ影響額

大学改革促進
係数対象経費

ルールとして
一旦削減

ルールとして
一旦留保

機能強化の方向性
に応じて配分

自律的にヒト・モノ・
カネ・スペースを見直し

※１．係数の発動は毎年度
※２．今後の検討課題

①重点支援の期間及びこれに伴う評価の在り方
②各大学の収支構造等を踏まえた係数の在り方

【Ａ大学の例】

指標などに
基づき評価
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４．機能強化の方向性に応じた重点支援の枠組み

○第３期における各大学の機能強化の取組をきめ細かく支援するため、係数Ａにより一定率

を削減した上で、 予算上、３つの重点支援の枠組みを新設。

○大学は、それぞれの機能強化の方向性を踏まえ、いずれかの重点支援の枠組みを選択。

○上記に加え、高等教育政策を推進する上での共通の政策課題等に係る重点支援を行う枠組

みを継続。
※係数の在り方については、競争的資金等の検討状況も踏まえながら、引き続き検討。

共
通
の
政
策
課
題
等
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地域活性化・特定分野重点支援拠点
（地域活性化の中核的拠点となりつつ、特
定の分野で世界ないし全国的な教育研究の
拠点を目指す大学）

世界最高水準の教育研究重点支援拠点
（国際的スタンダードの下、全学的に世
界最高水準の教育研究の拠点を目指す大
学）

特定分野重点支援拠点
（特定の分野で世界ないし全国的な教
育研究の拠点を目指す大学）

【評価指標】
○共通のものや必須のもの、大学独自の
ものなどを設定。
○指標については、例えば、以下のよう
なものが考えられる。
・全大学共通の指標
（ＩＲの活用状況、科研費等の競争的
資金の獲得状況など）

・地域活性化に係る指標
（地域ニーズに応じた人材育成や地域
連携の状況など）

・特定分野の教育研究に係る指標
（特定の分野の人材育成や研究の状況など）
・世界水準の教育研究に係る指標
（論文数、論文引用数などの研究の
状況や、留学生、外国人教員など、
グローバル化の状況など）

・その他大学独自に設ける指標 など
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改革の取組を行う大学は、
より安定的に取組を推進
できるよう支援

競争的環境の下、特定分
野に重点を置いた研究力
強化や人材育成を支援

国際的スタンダードの下、
より競争的な環境下で、
世界水準の研究力強化や
人材育成を支援（競争的
資金等を含めた財源の多
元化も検討）

運営費交付金の見直しの基本的な方向性について

５．学長の裁量による経費の新設
○運営費交付金の中に学長の裁量による経費として新たな区分（係数Ｂ）を新設し、大学

毎に予算措置。

○この経費については、学長のビジョンに基づく、学内資源の再配分の取組に使途を限定。

その取組状況を評価し、各大学の予算措置額を変更。

○これにより、学長がリーダーシップを発揮しながら教育研究組織や学内資源配分等の見直

しを不断に行うような仕組みをビルトイン。

○なお、係数Ｂについては、第３期中期目標期間中に段階的に引き上げることも検討。

※各大学の取組や評価に関する基本的なルールは、今後検討。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

৾
৔
ৱ
౺
␟
৸
৬
␠

学内資源再配分に資する取組（イメージ）
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○評価期間
・「機能強化の方向性に応じた重点支援」は、年度毎（ないし一部複数年）に評価し、予算に反映。

・「学長の裁量による経費」は、中期目標期間全体の大学のビジョンや取組状況を評価し、予算に

反映。（中間評価を行い、３期の途中で予算に反映させることも検討。）

○評価の体制等については、引き続き検討。

６．評価と配分への反映の方法
○評価と配分のサイクル（イメージ）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

第３期中期目標期間

34年度

第４期

中期目標期間全体を
通じた評価

中間評価

予算

構想

予算

反映

構想

予算

構想

予算

実績評価

構想

実績評価

構想

実績評価

予算

構想

実績評価

予算

構想

実績評価

予算

機能強化の方向性に応じた重点支援

学長の裁量による経費

国立大学法人評価の反映

国立大学法人評価の結果（中期目標期間評価）を活用し、予算配分に反映 第４期中期目標期間に反映

運営費交付金の見直しの基本的な方向性について
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第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会

委員名簿

座 長 須藤 亮 株式会社東芝常任顧問、一般社団法人日本経済団体

連合会産業技術委員会企画部会長

座長代理 有川 節夫 前国立大学法人九州大学総長

上山 隆大 慶應義塾大学総合政策学部教授

海部 宣男 元大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文

台長

北山 禎介 株式会社三井住友銀行取締役会長

熊平 美香 一般財団法人クマヒラセキュリティ財団代表理事

小林 雅之 国立大学法人東京大学大学総合教育研究センター教授

鈴木 英敬 三重県知事

橋本 和仁 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科応用化学

専攻教授

日比谷 潤子 国際基督教大学長

山本 廣基 独立行政法人大学入試センター理事長

山本 眞樹夫 国立大学法人帯広畜産大学監事、前国立大学法人小

樽商科大学長

（座長以外の委員は五十音順 敬称略 計１２名）

（参考）


